
相模原市民間障害福祉施設等運営費助成事業等のご案内 

     令和３年４月版 

１ 事業概要 

相模原市では民間障害福祉サービス事業所に対し、「相模原市民間障害福祉施設

等運営費助成事業」により、運営費への助成事業を行っております。 

この事業は、障害者に対するサービスの向上及び地域に不足する事業等を促進し、

質の高いサービスを障害者に提供できるよう、介護給付費等に加算して事業所に対

し助成をしているものです。詳細につきましては、別添の要綱や加算種別一覧（令

和３年４月１日適用）をご確認ください。 

なお、「相模原市民間障害福祉施設等運営費助成事業」の助成を受けるためには、

別添の申請書類に必要事項を記載のうえ、前月の１５日（土日祝日の場合はその前

の開庁日。以下同じ）までに提出してください。 

ただし、令和３年４月については、令和３年４月１５日（木）までに申請があっ

た場合には、令和３年４月提供分から適用できます。 

 

２ 見直しについて 

運営費助成事業につきましては、増加し続ける給付費等の安定的な確保と平成３

０年度障害福祉サービス等報酬改定の考え方等を踏まえつつ、「さがみはら障害者

プラン」の目標である「共にささえあい 生きる社会」の実現のため、障害のある

人が安心して地域生活を送ることができるよう、重点的な取組事項として掲げた

『重度の障害のある人の地域生活の支援』、『障害のある人の就労環境の充実』等を

目的とした加算へ重点化するなど、その目的や効果等の視点から見直しを行いまし

た。 

  このため、段階的に廃止を進めておりました下記の加算につきましては、令和３

年３月提供分をもって廃止となりました。請求の際におかれましては、御留意いた

だきますよう、お願いします。 

 

【令和３年３月提供分をもって廃止となった加算】 

  ・相模原市民間障害福祉施設等運営費助成の提案事業加算 

  ・相模原市共同生活援助事業加算給付 

 

３ その他 

  工賃向上加算、重度障害者加算及び重症心身障害者加算を申請する事業者におか

れましては、別紙「申請にあたっての注意事項」を御確認ください。 

 

以 上   
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申請にあたっての注意事項 
 

１ 工賃向上加算について 

就労継続支援B型事業所においては、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、 

生産活動収入の減少が見込まれることから、厚生労働省からの通知等を参考とし、 

令和３年度の工賃向上加算の算定に当たっては、下記の取扱いを可能とします。 

 
（１）令和２年度分の平均工賃月額の算出方法について 
   新型コロナウイルスの影響により、連続１週間以上の長期に渡って利用できな 

くなった利用者については、欠席が生じた月の工賃支払対象者の総数から除外し 
て差し支えない。 

   ※欠席事由については、予防的観点から欠席した場合を含む。 
 
（２）前３年間の平均工賃月額の算定方法ついて 

下記の条件を満たす場合においては、令和２年度の平均工賃月額を含めずに前 
３年間の平均工賃月額を算定して差し支えない。 

   なお、この取扱いを適用する場合は、申請書類と併せて別途「令和２年度の平 
均工賃月額を用いないことの理由書」を提出すること。 

 

適用条件 
新型コロナウイルスの影響に伴い、生産活動収入が減少した等の
理由により、令和２年度における平均工賃月額が、令和元年度の
平均工賃月額を下回る場合 

工賃向上加
算に係る平
均工賃の算 
出方法 

平成３０年度の平均工賃月額を２で乗じたものに、令和元年度の
平均工賃月額を合算し、３で除した数とする。 

申請書類 

申請書類等に併せて下記の書類を添付すること。 
①(別紙１)内訳書の「工賃向上加算（新型コロナウイルス感染症
の影響がある場合）」 
②令和２年度の平均工賃月額を用いないことの理由書 

 

２ 重度障害者加算（Ⅰ・Ⅱ）及び重症心身障害者加算について 

重度障害者加算及び重症心身障害者加算の対象者につきましては、既に対象とな 

っている利用者については、改めて照会する必要はありません。 

  ただし、区分更新・変更等があった場合には、その都度照会いただきますよう願 

いいたします。 

 

別 紙 


